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本 シ ン ポ ジ ウ ム の 目 的 

 

 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が 2015 年に国連で採択され、「誰

一人取り残さない」社会の実現に向けて世界中で取組が進められており、

人権尊重も大きな柱の一つとなっています。 企業においても、ＣＳＲや

ＳＤＧｓの積極的推進が企業価値の向上に大きく関わることが共通認識と

なってきています。 本シンポジウムでは、企業を取り巻く現状や、これ 

からの企業に求められることについて、識者による討論を通じて考えて

いきます。 
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◆ ◇ ◆ ◇  実 施 結 果 概 要  ◇ ◆ ◇ ◆ 

 

 

【事業名称】  人権シンポジウム in東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」 

 

【日  時】  令和元年10月29日（火） 13:30～17:30（開場12:30～） 

 

【会  場】  日本橋公会堂・ホール 

     （〒103-8360 東京都中央区日本橋蛎殻町1-31-1 日本橋区民センター4F） 

        http://www.nihonbasikokaido.com/hall 

 

【来場者数】  266名（事前申込制／先着順） 

 

【対  象】  一般（国民全般） 

 

【参 加 費】  無料  

 

【主  催】  法務省／全国人権擁護委員連合会／東京法務局／東京都人権擁護委員連合会／公益財団法 

人人権教育啓発推進センター 

 

【後  援】  中小企業庁／国連広報センター／一般社団法人日本経済団体連合会／独立行政法人中小企 

業基盤整備機構／東京都／特別区長会／東京都市長会／東京都町村会／日本商工会議所／ 

東京商工会議所／東京都商工会連合会／公益財団法人東京都中小企業振興公社／一般社団 

法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン／朝日新聞社／毎日新聞社／日本 

経済新聞社／東京新聞社／一般社団法人共同通信社／時事通信社／ＮＨＫ／フジテレビ／ 

テレビ東京／文化放送／ニッポン放送／ＴＯＫＹＯ ＦＭ／東京都中小企業団体中央会／ 

一般社団法人東京経営者協会（順不同） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.nihonbasikokaido.com/hall


 人権シンポジウム in 東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」報告書 

4 

 

◆ ◇ ◆ ◇  プ ロ グ ラ ム  ◇ ◆ ◇ ◆ 

 

 

12:30～  ―― 受付開始 ／ 開場 ―― 

 

13:30～13:35  ● 開会～法務大臣（主催者）挨拶 （5分） 

     河井 克行 法務大臣 ※当時 

               菊池 浩（人権擁護局長）代読 

 

13:35～15:0５  ● 第１部 基調講演 （90分） 

        水尾 順一 

（MIZUOコンプライアンス＆ガバナンス研究所代表、駿河台大学名誉教 

授・博士（経営学）） 

 

15:05～15:15  ―― 休憩（10分） ―― 

 

15:15～16:15     ● 第2部 パネルディスカッション‐①（発表） （6０分） 

○ パネリスト 

・ 北島 敬之 

（ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社 代表取締役）  

・ 宮田 千夏子 

（ＡＮＡホールディングス株式会社 ＣＳＲ推進部長） 

・ 梁井 裕子 

（一般財団法人ＣＳＯネットワーク サステナビリティコミュニケータ 

ー） 

○ コーディネーター 

・ 影山 摩子弥 

  （横浜市立大学都市社会文化研究科教授、横浜市立大学ＣＳＲセンター 

長） 

 

16:15～16:30  ―― 休憩（10分） ―― 

 

16:30～17:00         ● 第2部 パネルディスカッション‐②（討議） （3０分） 

             （基調講演者も含め、会場からの質問を中心にコーディネーター進行による 

自由討議） 

 

● 閉会 

 

 

   

   

                                                                         ※敬称略 
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◆ ◇ ◆ ◇  会 場 風 景  ◇ ◆ ◇ ◆ 

第1部 基調講演 

 

 

 

基調講演 水尾 順一 

（MIZUOコンプライアンス＆ガバナンス研究所代表、駿河台大学名誉教授・博士（経営学）） 

 

 

 

会場の様子  会場の様子 

 

第2部 パネルディスカッション‐①（発表） 

 

 

 

パネリスト 北島 敬之 

（ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社  

代表取締役） 

 パネリスト 宮田 千夏子 

（ＡＮＡホールディングス株式会社 ＣＳＲ推進部長） 
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パネリスト 梁井 裕子 

（一般財団法人ＣＳＯネットワーク 

サステナビリティコミュニケーター） 

 コーディネーター 影山 摩子弥 

（横浜市立大学都市社会文化研究科教授、 

横浜市立大学ＣＳＲセンター長） 

 

 

第2部 パネルディスカッション‐②（討議） 

 

 

 

パネルディスカッション 

 

 パネルディスカッション 

 

 

 

 

パネルディスカッション 

 

 パネルディスカッション 
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◆ ◇ ◆ ◇  主 催 者 挨 拶  ◇ ◆ ◇ ◆ 

 

「人権シンポジウム in東京」の開催に当たり、一言

御挨拶を申し上げます。 

本日は、お忙しい中、多数の皆様に御来場いただきま

して、誠にありがとうございます。 

さて、本日のシンポジウムのテーマは、「企業と人権

～いま、企業に求められるもの～」です。 

企業は、社会に豊かさと活力を生み出す大きな役割

を果たしていますが、一方で、長時間労働による過労

死、セクハラやパワハラなどのハラスメント、不当な

差別など、社内で発生する様々な「人権問題」がメディ

ア等で大きく取り上げられています。 

また、近年では、社内だけでなく、社外の人権問題にも目を向けなくてはならない時代となっています。 

例えば、海外では、取引先等の工場で児童を雇っていたことが判明した企業の製品の不買運動が起こった

り、劣悪な労働環境で働かされていた労働者によるデモが起こり製品の生産ができなくなったりする例があ

ります。  

そこで、世界の各企業は、企業の社会的責任や、人権を含めた環境・社会・ガバナンスを重視する傾向を

強め、投資家側も、長期的な観点から企業の持続可能性を重視し、これら CSR（Corporate Social 

Responsibility）やESG（Environment Social Government）の要素に重点を置くようになっています。 

また、SDGｓ（Sustainable Developmemt Goals 持続可能な開発目標）が2015年に国連で採択され、

「誰一人取り残 さない」社会の実現に向けて世界中で取組が進められており、人権尊重も大きな柱の一つに

なっています。  

今や CSR や SDGｓを積極的に推進し、人権にしっかりと配慮することが企業価値の向上に大きく関わ

り、企業の存続に必須の時代となってきたといって過言ではありません。 

本日のシンポジウムでは、MIZUO コンプライアンス＆ガバナンス研究所代表、駿河台大学名誉教授の水

尾順一先生から、企業を取り巻く現状について基調講演を頂き、続いて、これからの企業に求められるもの

について、第一線で人権問題に取り組んでおられる関係者の方々によるパネルディスカッションも予定され

ています。 

主催者の一人としまして、本日のシンポジウムが、皆様にとって企業と人権について考える有意義な機会

となれば幸いに存じます。 

以上を申し上げて、甚だ簡単ではございますが、私の挨拶といたします。  

 

 

 

 

 

令和元年１０月２９日  

法務大臣  河井 克行 

 

代読：法務省人権擁護局長  菊地 浩  
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◆ ◇ ◆ ◇  登 壇 者 プ ロ フ ィ ー ル  ◇ ◆ ◇ ◆ 

 

 

 

登壇者 

                                       基調講演           

パネルディスカションコメンテーター 

水尾 順一            
                                        

MIZUO コンプライアンス＆ガバナンス研究
所 代表、駿河台大学 名誉教授・博士（経営学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【略歴】 

昭和45 年 （株）資生堂入社、本社コーポレート・デザイン室課長、法務部課長（企業倫理委員会事務 

局リーダー兼任）等を歴任 

平成１１年 （株）資生堂退職 

平成１１年  駿河台大学助教授 

平成１２年  同大学教授 

平成１３年  同大学院教授 

平成１６年  専修大学より博士号（経営学）取得 

平成１８年～平成２０年 東京工業大学特任教授（平成20年～平成24年：兼任講師） 

平成２０年～平成２２年 早稲田大学企業倫理研究所客員研究員 

平成２２年  ロンドン大学客員研究員で留学 

平成２５年  東洋大学経営学部兼任講師 

平成２５年～令和元年  日本経営倫理学会副会長 

平成２７年～平成２６年  消費者庁「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会」委員 

平成２９年～平成３０年  消費者庁「内部通報制度に関する認証制度検討会」座長 

平成３０年  駿河台大学退職、同年5 月名誉教授 

平成３０年  MIZUO コンプライアンス＆ガバナンス研究所代表 

令和元年    NPO法人 日本経営倫理士協会理事  
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登壇者 

                                       パネリスト           

北島 敬之            
                                        

ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式
会社 代表取締役 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【略歴】 

昭和６２年  日商岩井株式会社（現 双日株式会社）入社 

ドイツ、ロンドン勤務を経て、法務部 副部長 

平成１７年  ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社法務部 ディレクター 

平成１８年  ユニリーバ・ジャパン株式会社 ジェネラルカウンセル 

平成２１年  ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社 取締役 

平成２４年  ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社 代表取締役 

平成２７年  国際企業法務協会 理事 
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登壇者 

                                       パネリスト           

宮田 千夏子            
                                        

ＡＮＡホールディングス株式会社 ＣＳＲ推
進部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【略歴】 

全日本空輸（株）に入社し、客室乗務員として国内・国際線を乗務。 

機内サービス企画や客室乗務員の採用などを担当した後、CSR 推進室に配属となりコンプライアンス・リスク 

マネジメントを担当。 

その後スカイネットアジア航空出向、ＡＮＡ商品戦略部にて機内食品質管理等の業務を経て、平成２９年４月よ 

り現職。 

ＡＮＡグループのCSR 推進に取り組んでいる。 
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登壇者 

                                      パネリスト           

梁井 裕子            
                                   

一般財団法人CSOネットワーク サステナ 
ビリティコミュニケーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【略歴】 

企業の社会的責任や地域に密着した中小企業の持続可能性向上に関する取組の調査や情報発信に関するプロジ

ェクト、SDGs やビジネスと人権の普及に関する事業等を担当。 

翻訳会社でのプロジェクトマネジャー、企業のCSR レポート制作・広報担当、グローバル・コンパクト・ネッ

トワーク・ジャパンでの国連グローバル・コンパクトおよびSDGs の普及等に関する業務等を経て、平成３０ 

年より現職。 

さいたま市CSR 推進会議委員。 
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登壇者 

                                      コーディネーター        

影山 摩子弥            
                                   

横浜立大学都市社会文化研究科 教授、横浜市 
立大学 CSRセンター長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【略歴】 

平成元年   横浜市立大学商学部に専任講師として奉職 

平成２年   同大学助教授 

平成１３年  同大学教授 

平成１４年～平成２０年  横浜市立大学生活協同組合理事長 

平成１７年  横浜市立大学国際総合科学部教授 

平成１８年  横浜市立大学CSR センター長 

平成１８年  キャリアカウンセラー資格取得 

平成２１年  横浜市立大学都市社会文化研究科教授（現在に至る） 

令和元年   横浜市立大学国際教養学部教授（現在に至る） 
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◆ ◇ ◆ ◇  登 壇 者 資 料  ◇ ◆ ◇ ◆ 

第１部 基調講演 

「サスティナビリティと人権 

明るい会社、イキイキと働ける会社が持続可能な発展のポイント」 

水尾 順一 

（MIZUOコンプライアンス＆ガバナンス研究所代表、駿河台大学名誉教授・博士（経営学）） 
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第２部 パネルディスカッション 

「LEAD FOR TRUST 企業の力で社会を変える」 

 

北島 敬之 

（ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社 代表取締役） 
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「ANAグループ 人権への取組」 

 

宮田 千夏子 

（ANAホールディングス株式会社 CSR推進部長） 

 

 

 

 



 人権シンポジウム in 東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」報告書 

39 

 

 

 



 人権シンポジウム in 東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」報告書 

40 

 

 

 



 人権シンポジウム in 東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」報告書 

41 

 

 

 



 人権シンポジウム in 東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」報告書 

42 

 

 

 



 人権シンポジウム in 東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」報告書 

43 

 

「これからの企業に求められるもの  

～SDGs推進と人権尊重 中小企業の事例を中心に～」 

 

梁井 裕子 

（一般財団法人ＣＳＯネットワーク サステナビリティコミュニケーター） 
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◆ ◇ ◆ ◇  内 容 紹 介  ◇ ◆ ◇ ◆ 

 

基調講演 
  

「サスティナビリティと人権 

明るい会社、イキイキと働ける会社が持続可能な発展のポイント」 

 

 

 

  

 

 

水尾 順一 

（MIZUOコンプライアンス＆ガバナンス研究所代表、 

駿河台大学名誉教授・博士（経営学）） 

 

 いま、あらゆる企業にＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組が求められています。ＳＤＧｓは国連が

掲げる世界共通の開発目標ですが、その中でも「人権」は極めて重要な概念となっています。企業がＳＤＧ

ｓを推進するに当たり必要なことは、従業員同士が互いを思いやる、人権思想がベースとなるＣＳＲ（企業

の社会的責任）です。 

 ＣＳＲについては様々な解釈がありますが、ポイントとなるのは「持続可能な発展」、「経済・環境・社

会への貢献」、「利害関係者の参画」の３つです。つまり、企業が発展するためとはいえ、社会に迷惑をか

けてはいけないということ。そのために不祥事を防ぎ、経済・環境・社会に積極的に貢献していく。それを

具体的に推し進めるために、社内外の利害関係者（ステークホルダー）と一緒に主体的な取組を実践する必

要があるのです。 

 また、企業は従業員の給料や納税といった経済的責任を果たすために売上や利益を確保しなければいけま

せん。ただし、そのために何をやっても良いわけではなく、不祥事を起こさない、いわゆる法的責任を守る

ことは最低限度の責任です。 

この経済的責任と法的責任は「守りのＣＳＲ」。一方、男女共同参画やワークライフバランス、従業員の

ボランティア活動の支援など、最低基準を示す法律を超えた倫理的責任や社会貢献活動を進めることは「攻

めのＣＳＲ」です。この２つの視点があって初めて経営戦略に取り組むことができるのです。 

 ＳＤＧｓを推進するためにもう一つ必要なことは、自社の経営理念とＳＤＧｓが合致した取組であるか、

という点です。もし合致しなければ経営理念を見直し、トップが従業員にメッセージを発信することが重要

です。ＳＤＧｓを推進する部署の多くは総務、法務、ＣＳＲや経営企画の部門などですが、営業と比べると

「稼ぐ力」を持たない間接部門だけに、発言力が比較的弱くなりがちです。その意味からトップがＳＤＧｓ

への取組を宣言し組織を動かすことで、ＳＤＧｓの推進が企業の発展にもつながると全従業員が理解するで

しょう。その結果、従業員が互いに思いやりを持って楽しみながら仕事をすることで活力ある組織となり、

ひいては差別やハラスメントのない環境になると思います。これこそＳＤＧｓや人権に取り組む企業のカタ

チなのです。 
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パネルディスカッション 

 

「LEAD FOR TRUST 企業の力で社会を変える」 

 

 

 

 

 

 

 

パネリスト 

北島 敬之 

（ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス 

株式会社 代表取締役） 

 

 

私たちは、サスティナビリティへの取組を「当たり前」にするために２０１０（平成２２）年に「make 

sustainable living commonplace」という目的のもとに、企業がビジネスを成長させながら環境への負担

を減らし、社会に対してポジティブな影響を与えていくという企業戦略を立てました。この戦略に基づき、

「ユニリーバ・サスティナブル・リビング・プラン」というサスティナビリティ（持続可能性）に関する様々

な計画を作り、これを全てのビジネス活動に取り入れることで、コストの削減、調達リスクの縮減、企業に

対する信頼度アップなど、業績の向上につながっています。なお、サスティナビリティをビジネスに取り入

れていくに当たり、経営陣が企業存続のための重要な戦略であるという意識を持っているのか、そして、リ

ーダーシップを持って実行できるかが非常に重要でした。 

 ユニリーバには「企業行動原則」と「コード・ポリシー」があり、これは全世界共通の同じ価値基準で、

皆これらに基づいて、仕事をしています。例えば、企業行動原則には、「人権」とも関係していますが、「人

を尊重する（Respecting People）」という原則があります。これは、ビジネスに関わる全ての人々の人権

や尊厳を尊重することを定めています。例えばハラスメントやいじめ、差別はビジネスに何の価値ももたら

さない、そのようなことに無駄なエネルギーを使うことはやめようというのが、ユニリーバにおける行動の

原則であり、文化として醸成されています。 

 ユニリーバには多くのブランドがありますが、サスティナビリティを中核に置くブランドは、他のブラン

ドと比べて成長率が７割以上早いというデータがあります。また、他の事業でも環境の負荷の軽減や工程の

見直しを行い、平成２０年以降、全世界で７４０億円以上もの製品の製造に関わるコストを削減しています。

このように、サスティナビリティに取り組むことが企業にとって大きなメリットであることを、経営層に認

識してもらうことが必要だと思います。 
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「ANAグループ 人権への取組」 

 

 

 

 

 

 

 

 

パネリスト 

宮田 千夏子 

（ANAホールディングス株式会社 CSR推進部   

長） 

 

 ＡＮＡグループでは、平成２７年から「ビジネスと人権」への取組を開始しました。まず行ったのは、「グ

ローバルな人権とは」という内容について、e-learningでグループ全従業員に共有し、人権についての認識

を広めました。次に、ＡＮＡグループ人権方針の策定、人権インパクトアセスメントを行いました。この人

権インパクトアセスメントは、企業活動が人権に及ぼす潜在的なリスクの影響度評価で、４つの人権テーマ

を絞り込みました。それは、「日本における外国人労働者の労働環境の把握」、「機内食等に係るサプライ

チェーンマネジメントの強化」、「航空機を利用した人身取引の防止」、「贈収賄の防止」です。 

 「航空機を利用した人身取引の防止」については、既にアメリカでは取組が始まっていたので現地の客室

乗務員からなるＮＰＯに来日してもらい、関係省庁や同業他社、ＮＰＯ、ＮＧＯにも参加いただきワークシ

ョップを開催しました。そこで、日本における人身取引の課題についての認識を深めました。その後、今年

の４月から客室乗務員が疑わしい事例を発見した際に、入国管理局に通報する取組を始め、人身取引の防止

への取組を具体的にスタートさせています。 

ＡＮＡグループの行動規範には、以前より「人権の尊重」という一文は入っていました。人権方針の策定

で一番重要であったことは、企業として、人権尊重に取り組むということを対外的に示すことでした。日本

の企業は、方針が１００％決まらないと開示しないという姿勢が多く見受けられますが、グローバルにおい

ては企業としての考え方を社会に示すことが求められます。 
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「これからの企業に求められるもの  

～SDGs推進と人権尊重 中小企業の事例を中心に～」 

 

 

 

 

 

 

 

 

パネリスト 

梁井 裕子 

（一般財団法人ＣＳＯネットワーク サステナビ  

リティコミュニケーター） 

 

 

 近年、ＳＤＧｓ は「イノベーション」という言葉とともに語られる機会が増えていますが、２０３０アジ

ェンダのパラグラフ６７には企業への言及として「人権や労働、環境に関する国際基準を遵守しつつ、課題

解決のための創造性、イノベーションを発揮してほしい」と書かれています。 

 ＣＳＯネットワークでは、今年度より中小企業の持続可能性向上支援に関する活動に着手し、中小企業と

関係者への調査を行っています。 

 例えば、佐賀県伊万里市でネギの生産から加工、販売を行う従業員２４名のある企業では、従業員の雇用

の安定、地域とともに継続できる農業経営を目指し、様々な工夫をしています。天候不良等により長さの揃

っていないネギや市場単価の変動により原価割れが起こって出荷できなかったネギの活用に着目し、カット

ネギの販売や乾燥ネギの加工事業に着手しました。現在、この事業は消費者の需要とも合致し、経営の安定

と同時に、フードロスの削減にもつながっています。年中休みなしの農家ではなく、農業を行う企業組織を

つくるという意識の下、安心して働ける職場づくり、女性の積極的な雇用にも取り組んでいるそうです。こ

の取組をＳＤＧｓと人権の側面から見ると、目標８のターゲット８・５「若者や障害者を含む全ての男性及

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び、働きがいのある人間らしい仕事、並びに同一労働同一賃金を達成す

る」、目標１２のターゲット１２・３「小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食品の廃棄を半

減させ、収穫後、損失などの生産・サプライチェーンにおける食品ロスを減少させる」などにつながる取組

といえます。 

 本日御紹介した企業の取組は、次世代を見据えて人作りを重んじ、事業継続を真摯に考えた末に、行われ

たものですが、その結果、課題解決と企業価値を高めることに成功し、さらに、ＳＤＧｓにもつながってい

ます。 
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「SDGsはビジネスそのもの。トップとボトム双方の姿勢が大切」 

 

 

 

 

 

 

 

 

コーディネーター 

影山 摩子弥 

（横浜市立大学都市社会文化研究科教授、 

横浜市立大学ＣＳＲセンター長） 

 

 北島さんからは、企業がビジネスを成長させながら環境への負担を減らし、社会に対してポジティブな影

響を与えていくという企業戦略の話をしていただきました。 

また宮田さんからは、本業とは別に社会貢献をやっているわけではなくて、ビジネスときちんと結び付い

たＣＳＲを行っているのだというお話をいただきました。つまりSDGsやCSRの取組はビジネスそのもの

であり、経営に結び付いているからこそ継続もできるわけです。 

 梁井さんに御紹介いただいた企業は、一生懸命に生き残ろうとして取組をするに当たり、従業員や地域の

ことも考え事業を進めました。それは非常に重要な視点で、結果として、おのずとＣＳＲやＳＤＧｓに結び

ついたのだと思います。 

 経営者側の理解が進まないという担当者の悩みを耳にしますが、SDGsや人権は経営に直接関わるという

ことを見せることで、経営者にも積極的に取り組んでもらえるのではないでしょうか。 

 一方で全ての従業員にまで意識を浸透させ、トップとボトム双方から人権意識を高め合うことが大切だと

思います。 

 近年、中小企業でもＳＤＧｓに関するグループワークを行う企業が増えていますが、グループワークを通

して、社員が、自分の会社が社会課題の解決に貢献していることを知ると、会社の求心力が上がったり、仕

事のやりがいを一層感じたりするなどの話を聞いたことがあります。中小企業はまずＳＤＧｓを学び、理解

するところから始めるのも良いかもしれません。 
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パネル展示 

  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ハンセン病関連新聞記事 第３８回中学生作文コンテスト法務大臣政務官

賞受賞作品 

平成３０年度「ハンセン病に関する『親と子の 

シンポジウム』青森会場」の採録記事 

ハンセン病家族国家賠償請求訴訟の判決受け入

れに当たっての内閣総理大臣談話 
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◆ ◇ ◆ ◇  来 場 者 ア ン ケ ー ト 集 計 結 果   ◇ ◆ ◇ ◆ 

 

（注）構成比は少数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。 

 

人権シンポジウム in東京「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」来場者アンケート 

 

1．ご自身について、当てはまるもの 

                  

（１）年齢 

① 10歳代 0 

② 20歳代 4 

③ 30歳代 13 

④ 40歳代 20 

⑤ 50歳代 61 

⑥ 60歳以上65歳以下 27 

⑦ 66歳以上70歳以下 8 

⑧ 71歳以上 9 

⑨ 無回答 2 

  計 144 

 

 

（２）居住地 

① 東京都内 66 

② 都外 74 

③ 無回答 4 

  計 144 

 

 

  

 

 

 

 

（３）職業等 

① 会社員 124 

② 公務員 4 

③ 自営業 6 

④ 専門学校・大学生 1 

⑤ 派遣・契約社員 0 

⑥ アルバイト・パート 0 

⑦ 主婦・主夫 2 

⑧ 無職 2 

⑨ その他 4 

⑩ 無回答 1 

  計 144 

 

20歳代

2.8%
30歳代

9.0%

40歳代

13.9%

50歳代

42.4%

60歳以上65歳

以下

18.8%

66歳以上70歳

以下

5.6%

71歳以上

6.3%

無回答

1.4%

東京都内

45.8%

都外

51.4%

無回答

2.8%

会社員
86.1%

公務員
2.8%

自営業
4.2%

専門学校・大学生
0.7%

主婦・主夫
1.4%

無職
1.4%

その他
2.8% 無回答

0.7%
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※（3）で1に「○」をつけた方のみ 

［業種］ 

a. 建設業 7 

b. 製造業 52 

c. 電気・ガス業 1 

d. 運輸・情報通信業 12 

e. 商業 5 

f. 金融・保険業 10 

g. 不動産業 7 

h. サービス業 15 

i. その他 11  
無回答 4 

  計 124 

 

 

 

［部署］ 

a. 総務 26 

b. 人事 25 

c. 経理 0 

d. 営業 3 

e. 開発 0 

f. 事業、製造 4 

g. その他 35  
無回答 28 

  計 121 

 

※3件は複数回答であったため集計せず。 

 

 

 

［役職］ 

a. 役員等 6 

b. 管理職 52 

c. 一般職 35 

d. その他 7  
無回答 24 

  計 124 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業
5.6%

製造業
41.9%

電気・ガス業
0.8%

運輸・情報通信業
9.7%

商業
4.0%

金融・保険業
8.1%

不動産業
5.6%

サービス業
12.1%

その他
8.9%

無回答
3.2%

総務
21.5%

人事
20.7%

営業
2.5%

事業、製造
3.3%

その他
28.9%

無回答
23.1%

役員等
4.8%

管理職
41.9%

一般職
28.2%

その他
5.6%

無回答
19.4%
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（４）御社（連結決算の子会社等を含む。）の従業員（正社員のみ）数： 

※（3）で1に「○」をつけた方のみ 

 

① 1～50人 5 

② 51～100人 5 

③ 101人～300人 4 

④ 301人～500人 4 

⑤ 501人～1000人 8 

⑥ 1001人～2000人 13 

⑦ 2001人～5000人 20 

⑧ 5001人～10000人 10 

⑨ 10001人以上 53 

⑩ 無回答 2 

  計 124 

 

 

 

 

 

 

 

2．「人権シンポジウム in東京」をどのようにして知りましたか。（複数回答可） 

 

① チラシ 4 

② 新聞 20 

③ テレビ 0 

④ ラジオ 0 

⑤ 知人 11 

⑥ 学校 1 

⑦ 勤務先 19 

⑧ 法務省ウェブサイト 9 

⑨ 人権教育啓発センター 

ウェブサイト 

26 

⑩ インターネットバナー 

広告・テキスト広告 

2 

⑪ 地方公共団体広報誌 2 

⑫ 会場で 0 

⑬ SNS 1 

⑭ メールマガジン 24 

⑮ その他 30 

⑯ 無回答 2 

  計 151 

 

 

 

1～50人
4.0%

51～100人
4.0% 101人～300

人
3.2%

301人～500人
3.2%

501人～

1000人
6.5%

1001人～2000

人
10.5%

2001人～5000人
16.1%

5001人～10000人
8.1%

10001人以上
42.7%

無回答
1.6%

4件

20件

0件

0件

11件

1件

19件

9件

26件

2件

2件

0件

1件

24件

30件

2件

チラシ

新聞

テレビ

ラジオ

知人

学校

勤務先

法務省ウェブサイト

人権教育啓発センターウェブサイト

インターネットバナー広告・テキス…

地方公共団体広報誌

会場で

SNS

メールマガジン

その他

無回答

0件 10件 20件 30件 40件
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3．このシンポジウムに参加しようと思ったきっかけを教えてください。（複数回答可） 

 

① 基調講演者・パネルディスカッションの登壇者の話を聴きたかったから 42 

② 自社での人権に関する研修や取組の参考としたいから 68 

③ 「企業と人権」について考えてみたかったから 52 

④ 会社での業務の一環として、参加することになったから 15 

⑤ その他 9 

⑥ 無回答 2 

 計 188 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．今回のシンポジウムの満足度についてお聞きします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今回のシンポジウムの満度 

（１）全体として満足のいくものでしたか。（〇は１つ） 

① 大変満足 54 

② まあ満足 78 

③ やや不満足 8 

④ 大変不満足 0 

⑤ 無回答 4 

  計 144 

 

 

 

 

 

 

 

 

42件

68件

52件

15件

9件

2件

基調報告・パネルディスカッションの登壇者の話を

聴きたかったから

自社での人権に関する研修や取組の参考としたいから

「企業と人権」について考えてみたかったから

会社での業務の一環として、参加することになったから

その他

無回答

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件 80件

大変満足

37.5%

まあ満足

54.2%

やや不満足

5.6%

無回答

2.8%
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（2）（1）で満足（「大変満足」「まあ満足」）回答した理由（複数回答可） 

 

① イベント内容が全体に良かったから 36 

② 企業と人権について考えることができたから 53 

③ 企業を取り巻く現状についての理解が深まったから 63 

④ これからの企業には求められるものが何か分かったから 40 

⑤ 自社での人権に関する社内研修や取組の参考になったから 39 

⑥ その他 6 

⑦ 無回答 5 

  計 242 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）（1）で不満足（「やや不満足だった」「大変不満足だった」）と回答した理由（複数回答可） 

 

① イベント内容が全体に良

くなかったから 

1 

② 企業と人権についての理

解が深まらなかったから 

2 

③ 会場の設備など、環境が

よくなかったから 

0 

④ その他 0 

⑤ 無回答 6 

  計 9 

 

 

 

 

 

 

36件

53件

63件

40件

39件

6件

5件

イベント内容が全体に良かったから

企業と人権について考えることができたから

企業を取り巻く現状についての理解が深まったから

これからの企業には求められるものが何か分かったから

自社での人権に関する社内研修や取組の

参考になったから

その他

無回答

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

1件

2件

0件

0件

6件

イベント内容が全体に良くなかったから

企業と人権についての理解が深まらなかった

から

会場の設備など、環境がよくなかったから

その他

無回答

0件 10件
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66件

59件

12件

16件

基調講演

パネリストの基調報告

パネルディスカッション

無回答

0件 20件 40件 60件 80件

5．特に満足したイベント 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．基調講演、パネルディスカッションの内容について 

 

① よく理解できた 71 

② 理解できた 62 

③ やや難しかった 3 

④ 難しかった 0 

⑤ 無回答 8 

 計 144 

 

 

 

 

 

 

 

7．今回のシンポジウムの参加によるあなたの意識や行動の変化について 

 

（1）シンポジウム参加以前の 企業と人権に対する関心や理解 

     

①  大いにあった 68 

② 少しはあった 64 

③ あまりなかった 9 

④ 全くなかった 0 

⑤ 無回答 3 

  計 144 

 

 

 

 

 

 

 

① 基調講演 66 

② パネリストの基調報

告 

59 

③ パネルディスカッシ

ョン 

12 

④ 無回答 16 

  計 153 

よく理解できた

39%

理解できた

47%

やや難しかった

3%

難しかった

0%

無回答

11%

大いにあった

47.2%

少しはあった

44.4%

あまりなかった

6.3%

無回答

2.1%
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（2）シンポジウムを終えての、企業と人権についての関心や理解 

 

① 大変深まった 57 

② まあ深まった 80 

③ あまり深まらなかった 3 

④ 全く深まらなかった 1 

⑤ 無回答 3 

  計 144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）シンポジウムに参加して、何か行動しようと思ったか（複数回答可） 

 

① 社内研修や従来の取組みの改善、新たな取組みを進めていきたい 43 

② 社内研修に生かしたい 51 

③ 従来の取組みの改善に生かしたい 49 

④ 新たな取組みを始めたい 12 

⑤ 今は特に考えていない 14 

⑥ その他 3 

⑦ 無回答 8 

  計 180 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大変深まった

39.6%

まあ深まった

55.6%

あまり深まらなかった

2.1%

全く深まらなかった

0.7%
無回答

2.1%

43件

51件

49件

12件

14件

3件

8件

社内研修や従来の取組みの改善、新たな取組みを進めていきたい

社内研修に生かしたい

従来の取組みの改善に生かしたい

新たな取組みを始めたい

今は特に考えていない

その他

無回答

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件
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8．今回のような企業と人権のシンポジウムについて、また参加したいと思うか 

 

① また参加したい 82 

② テーマによって参加の有無を検討 58 

③ 今後参加したいと思わない 0 

④ 無回答 4 

  計 144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9．本シンポジウムなど、国の人権擁護機関（法務書・法務局・人権擁護委員）が、広く人権啓発活動を行

っていることを知っていたか 

 

① 知っていた 105 

② 知らなかった 37 

③ 無回答 2 

  計 144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また参加したい

56.9%テーマによって参加の有

無を検討

40.3%

無回答

2.8%

知っていた

72.9%

知らなかった

25.7%

無回答

1.4%
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10．「9」で「知っていた」と答えた方のみに、どのようにして人権啓発事業を知ったか （複数回答可） 

 

① ポスター 18 

②  チラシ 28 

③  パンフレット 24 

④  新聞 15 

⑤  テレビ 5 

⑥  ラジオ 0 

⑦  ウェブサイト 48 

⑧  インターネットバナー広告・テキスト広告 13 

⑨ 街頭啓発活動 6 

⑩ 学校 3 

⑪ 法務省・法務局に来庁した際 4 

⑫ 公共機関を利用した際 12 

⑬ 地方公共団体が発行している広報誌 6 

⑭ その他 13 

⑮ 無回答 6 

  計 ２０１ 

 

 

 

 

 

 

18件

28件

24件

15件

5件

0件

48件

13件

6件

3件

4件

12件

6件

13件

6件

ポスター

チラシ

パンフレット

新聞

テレビ

ラジオ

ウェブサイト

インターネットバナー広告・テキスト広告

街頭啓発活動

学校

法務省・法務局に来庁した際

公共機関を利用した際

地方公共団体が発行している広報誌

その他

無回答

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件
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11． 法務局が企業等の人権研修に職員や人権擁護委員を派遣していることを知っているか 

 

① 知っており、派遣を依頼したことがある 3 

② 知っていたが、派遣を依頼したことはない 53 

③ 知らなかったが、依頼することを検討したい 49 

④ 知らなかったが、依頼したいとは思わない 26 

⑤ 無回答 13 

  計 144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1２．本日のシンポジウムについてのご意見など （自由記述） ※抜粋 

●お金もかかると思いますが、この様なシンポジウムを続けて欲しい。また参加したいと思います。 

●有意義なシンポジウムでした。ありがとうございます。 

●さすが大企業のトップの話はひと味違う。写真やちょっとしたこぼれ話を入れながらあきさせなかった。 

●よく理解出来ました。実行出来るよう努力していきます。 

●もっとパネルディスカッションの時間を多くしていただきたいです。（それ程、良いと感じました。） 

●大変ためになるシンポジウムでした。ありがとうございました。 

●いろいろな気付きがあった。ありがとうございました。 

●ありがとうございました。有意義なシンポジウムでした。 

●社内の身近な問題として考えていきたい。 

●参加した方の交流会があれば情報交換等できて更に良いと思います。 

●大企業以外の具体的な取組みについてもっとたくさん知りたいと感じた。 

●大変勉強になりました（時代の変化を実感）。ありがとうございました。 

●SDGSと中小企業事業活動の関係についての話が参考になりました。 

●中小企業の事例をもう少しくわしく紹介してほしい。 

●貴重なお話し有り難うございました。特に ANA ホールディングスの宮田さんのお話を聴き、短期間で皆さん

を巻きこみながら取組まれていることにおどろきました。 

 

 

 

 

知っており、派

遣を依頼したこ

とがある
2.1%

知っていたが、

派遣を依頼した

ことはない
36.8%知らなかったが、依頼

することを検討したい

34.0%

知らなかった

が、依頼したい

とは思わない
18.1%

無回答

9.0%
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◆ ◇ ◆ ◇  広 報 内 容  ◇ ◆ ◇ ◆ 

１．事前広報 

 

（１）関係機関等への広報用チラシの配布 

 「人権シンポジウム in 東京 『企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～』」の広報用チラシ

を制作、12，000部を印刷した。そして、同チラシを1,101カ所へ送付の上、周知広報を行った。

また人権教育啓発推進センターが発行する月刊誌「アイユ」にも同封し、全国の都道府県及び市区町

村などに対して周知を実施した。（デザインイメージは、P7４参照） 

 

発送分 

ａ．送付先： 「A．法務省人権擁護局」「Ｂ．東京法務局人権擁護部」、「Ｃ．地方法務局人権擁

護課」、「D．東京人権啓発企業連絡会」、「E．東京都内にある上場企業」、「F．東

京都内市区の主管部署」、「G．東京都内商工会議所」、「H．４都県人権主管部」、

「I．後援団体」 

ｂ．送付時期： 令和元年９月下旬 

 

「企業と人権 ～いま、企業に求められるもの～」広報用チラシ配布内訳 

No 送付先 

1か所

の 

部数 

送付先 

数 
部数計 備考 

Ａ．主催及び関連団体 

1 法務省人権擁護局 100 1 100  

２ 人権ｾﾝﾀｰが指定する場所 4,200 1 4,200 アイユ同封分：4,100か所＋予備：100 

３ 人権教育啓発推進ｾﾝﾀ  ー 865 1 865 登壇者30部×5名＝150部  会場 50部 

グローバル・コンパクト・ジャパン（社内浸透部会）50部  

一般社団法人日本経済団体連合会 20部  

外務省 20部  東京都中小企業団体中央会20部 

センター分 555部 

  小計 3 5,165  

Ｂ．東京法務局人権擁護部  

４ 東京法務局人権擁護部  820 １ 8２0 本局 100部 支局 50部×3＝150部 

出張所 30部×19＝570部 

  小計 1 820   

      

Ｃ． 地方法務局     

５ 横浜地方法務局人権擁護課 100 1 100  

６ 千葉地方法務局人権擁護課 100 1 100  

７ 埼玉地方法務局人権擁護課 100 1 100  

  小計 3 300  

      

      

D． 東京人権啓発企業連絡会     

８ 東京人権啓発企業連絡会 200 1 200  

  小計 1 ２00  
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E． 東京都の上場企業     

9 東京の上場企業 3 995 2,985  

  小計 995 2,985  

 

F．  東京都内市区の人権啓発主管部署（23区、25市） 

10  30 48 1,440  

  小計 48 1,440  

G．  東京都内の商工会議所（23区） 

11  10 23 230  

  小計 23 230  

 

H．  ４都県の人権啓発主管部署 

12  100 4 400 東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県 

  小計 4 400  

 

I． 後援団体     

13 後援団体 20 23 460 

経済産業省中小企業庁／国連広報センター／独立行政法人中小企業

基盤整備機構／東京都／特別区長会／東京都市長会／東京都町村会

／日本商工会議所／東京都商工会連合会／公益財団法人東京都中小

企業振興公社／一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワー

ク・ジャパン／朝日新聞社／毎日新聞社／日本経済新聞社／東京新

聞社／一般社団法人共同通信社／時事通信社／ＮＨＫ／フジテレビ

／テレビ東京／文化放送／ニッポン放送／ＴＯＫＹＯ ＦＭ 

  小計 23 460  

      

 

 

 

 

（２）新聞広告 

①日本経済新聞 東京セット版（朝刊） モノクロ半５段  

掲載日 ：令和元年１０月２日（水） 

     令和元年１０月４日（金） 

発行部数：１，３９８，４５４部 

 ②日本経済新聞 全国版 カラー パブリシティ  

掲載日 ：令和元年10月27日（日） 

発行部数：１，３９８，４５４部 

     

（３）ウェブサイトへの広報記事掲載 

① 人権センター・ウェブサイトのイベント情報コーナーに開催情報を掲載 

※ 参考：http://www.jinken.or.jp 

② 人権ライブラリー・ウェブサイトのイベント情報コーナーに開催情報を掲載 

※ 参考： http://www.jinken-library.jp 

③ インターネット上のイベント情報サイトに広報記事を投稿、掲載 

※ 全国イベントガイドなど計5サイトに掲載 

 

http://www.jinken/
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（４）メールマガジンの配信 

 本シンポジウムの開催を案内するメールマガジンを計3回配信 

 

（５）大型広報 

 GoogleDisplayNetwork、YahooDisplayadNetworkを使用し、１都３県（東京都、神奈川県、

千葉県、埼玉県）エリアを対象に集客用のバナー広告画像を配信。  

※想定クリック数６,000（結果9,013クリック 9月24日（火）～10月24日（木）） 

 

（６）その他の広報 

  ・週刊文春 パブリシティ  

掲載日 ：令和元年9月5日（木） 

発行部数：３３３，２３９部 

  ・日経ＷＯＭＡＮ パブリシティ 

掲載日 ：令和元年９月7日（土） 

発行部数：月刊９４，３２０部 

  ・週刊ダイヤモンド パブリシティ  

掲載日 ：令和元年9月17日（火）     

発行部数：７５，２２５部 

  ・月刊総務オンライン メールマガジンヘッダー 

配信日 ：令和元年１０月２日（水） 

     メール配信数：１７，０００通 

  ・経団連タイムスに記事掲載 

掲載日 ：令和元年10月3日（木） 

  ・東京新聞「カルチャーインフォメーション」に掲載 

掲載日 ：令和元年10月20日（日）   

  ・日本橋公会堂に広報依頼 

  ・登壇者に広報依頼 

  ・グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンに広報依頼 

  ・後援団体に広報依頼 

  ・センターツイッターでの広報 

  ・アイユ6、7、8、９月号に掲載 

 

２．実施内容の周知 

 

 来場できなかった多くの人々にも啓発の促進を図るため、シンポジウムの実施内容について、以下の各

種媒体を活用し実施内容を周知した。 

 

（１）「採録記事」広報 ※エリア 全国 

 日本経済新聞 

掲載日： 令和元（2019）年12月7日（土） 

判型等： 全５段（３８０×１６９.5mm） 

部数  ： １,３９８,４５４部 

 

  （２）「採録記事」を日経電子版にアップ（1か月間）   
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◆ ◇ ◆ ◇  関 連 資 料 等  ◇ ◆ ◇ ◆ 

１．広報用チラシ 

 

  

○ 判型等： A4 ／ カラー（表面） ・ モノクロ（裏面）   ○ 印刷部数： 12，000部 

 

 

 

2．バナー広告 

・GoogleDisplayNetwork、YahooDisplayadNetwork  
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・日経ＷＯＭＡＮ パブリシティ 令和元年９月7日（土）掲載 

  

 
 

・週刊ダイヤモンド パブリシティ 令和元年9月17日（火）掲載 
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・週刊文春 パブリシティ 9月5日（木）（1回） 

 

 

 

 

 

・日本経済新聞 全国版 カラー パブリシティ 令和元年10月27日（日）掲載 
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 ・日本経済新聞 東京セット版 モノクロ半５段 令和元年10月2日（水）、10月4日（金）掲載 

 
 

 

２．新聞採録 

 

  ● 日本経済新聞   令和元年12月7日（土）掲載 
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● 経団連タイムス 令和元年1０月３日（木）掲載 
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◆ ◇ ◆ ◇  こ れ ま で の 実 績  ◇ ◆ ◇ ◆ 

シンポジウム ※ 平成２３（2011）年度～令和元（2019）年度 

年  度 開 催 日 タイトル 内容 

平成23（2011） 平成23（2011）10月23日（日） 人権シンポジウム in東京 

 

震災と人権 ～私たちに出来ること～ 

 

平成24（2012）年1月22日（日） 人権シンポジウム in大阪 震災と人権 ～私たちに出来ること～ 

 

平成24（2012）年2月11日（土・祝） 人権シンポジウム in仙台 震災と人権 ～一人一人の心の復興を目

指して～ 

平成24（2012） 平成24（2012）年7月28日（土） 人権シンポジウム in盛岡 震災と人権 ～一人一人の心の復興を目

指して～ 

平成24（2012）年10月28日（日） 人権シンポジウム in東京 性の多様性を考える ～性的指向と性同

一性障害～ 

平成24（2012）年11月3日（土・祝） 人権シンポジウム in福岡 震災と人権 ～私たちにできること～ 

 

平成25（2013）年1月19日（土） 人権シンポジウム in福島 震災と人権 ～一人一人の心の復興を目

指して～ 

平成25（2013） 平成25（2013）年8月31日（土） 人権シンポジウム in石巻 震災と人権 ～一人一人の心の復興を目

指して～ 

平成25（2013）年10月20日（日） 人権シンポジウム in東京 インターネットと人権 〜今、ネットで

何が起きているのか〜 

平成26（2014）年1月11日（土） 人権シンポジウム in神戸 震災と人権～阪神・淡路大震災から「心

の復興」を学ぶ～ 

平成26（2014）年1月26日（日） 人権シンポジウム in長崎 子どもと人権 ～いじめ・体罰・虐待の

ない社会を目指して～ 

平成26（2014） 平成26（2014）年9月27日（土） 人権シンポジウム inいわき 震災と人権 ～真の心の復興・生活再建

を目指して～ 

平成26（2014）年11月15日（土） 人権シンポジウム in大阪 外国人と人権 ～違いを認め、共に生き

る～ 

平成2７（201５）年１月10日（日） 人権シンポジウム in東京 震災と人権 ～被災者の方々の心に寄り

添う復興のために～ 

平成27（2015） 平成27（2015）年7月20日（月・祝） ハンセン病に関する『親と子のシンポジウム』鹿児島会場 

 

平成27（2015）年9月12日（土） 人権シンポジウム in北九州 震災と女性 ～女性の人権に配慮した防

災・復興の形とは～ 

平成27（2015）年12月4日（金） 人権シンポジウム in東京 真のユニバーサル社会を目指して ～

障害のある人と人権～ 

平成28（2016）年1月16日（土） 人権シンポジウム in郡山 子どもの権利に配慮した復興を目指し

て 

平成28（2016） 平成28（2016）年7月21日（木） ハンセン病に関する『親と子のシンポジウム』高松会場 

 

平成28（2016）年9月10日（土） 人権シンポジウム in仙台 東北の『みらい』を見据えて-若者たち

が発信する復興支援-  

平成28（2016）年11月11日（金） 人権シンポジウム in東京 「性的マイノリティ（LGBT）と人権 

-多様な性の在り方について考える-」 
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平成29（2017）年1月28日（土） 人権シンポジウム in名古屋 「震災と高齢者-高齢者の人権に配慮し

た防災・復興の形とは」 

平成29（2017） 平成29（2017）年8月26日（土） ハンセン病に関する『親と子のシンポジウム』那覇会場 

 

平成29（2017）年10月28日（土） 人権シンポジウム in東京 震災と子どもの人権 ～いま、私たちに

できる支援について考える～ 

平成30（2018）年1月27日（土） 人権シンポジウム in広島 外国人と人権 ～違いを認め合う共生

社会をめざして～ 

平成30（2018） 平成30（2018）年7月21日（土） ハンセン病に関する『親と子のシンポジウム』青森会場 

 

平成30（2018）年11月10日（土） 人権シンポジウム in高知 「震災と人権」人権に配慮した被災者支

援・避難所運営の在り方 ―私たちにで

きること― 

平成30（2018）年12月1日（土） 世界人権宣言・人権擁護委員制度70周年記念シンポジウム 

 

平成31（2019）年1月19日（土） インターネットと人権フォー

ラム 

インターネットと人権～あなたの子ど

もを加害者にさせないために～ 

令和元（201９） 令和元（2019）年8月31日（土） ハンセン病に関する『親と子のシンポジウム』静岡会場 

 

令和元（2019）年9月29日（日） 人権シンポジウム in札幌  「震災と人権」人権的観点から被災地支

援・避難所運営を考える 

令和元（2019）年１０月２９日（火） 人権シンポジウム in東京 企業と人権 ～今、企業に求められる

もの～ 

令和２（2020）年2月1日（土） 人権シンポジウム in名古屋 「ハンセン病に関するシンポジウム」 

ハンセン病に関する患者・元患者・そ

の家族がおかれていた境遇を踏まえた

人権啓発活動 
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令和元年度法務省委託 
人権シンポジウム in 東京 

 「企業と人権」 

～いま、企業に求められるもの～ 

 

-------------------------------------------------------------------------- 

公益財団法人 人権教育啓発推進センター 

人権シンポジウム in 札幌事務局 

〒105-0012 東京都港区芝大門2-10-12 KDX芝大門ビル4F 

TEL 03-5777-1802（代表） ／ FAX 03-5777-1803 

ウェブサイト http://www.jinken.or.jp     @Jinken_Center 

-------------------------------------------------------------------------- 

YouTube 「人権チャンネル」  https://www.youtube.com/jinkenchannel 

YouTube 「法務省チャンネル」  https://www.youtube.com/MOJchannel 

-------------------------------------------------------------------------- 

人権ライブラリー  http://www.jinken-library.jp 

※ 人権教育啓発推進センター併設 

-------------------------------------------------------------------------- 

法務省人権擁護局  http://www.moj.go.jp/JINKEN/ 

-------------------------------------------------------------------------- 

            法務省人権擁護局で検索！ 

人権イメージキャラクター 人ＫＥＮあゆみちゃん 

人権イメージキャラクター人 KEN まもる君と人

KENあゆみちゃんは、漫画家やなせたかしさんのデ

ザインにより誕生しました。２人とも、前髪が「人」

の文字、胸に「KEN」のロゴで、「人権」を表してい

ます。人権が尊重される社会の実現に向けて、全国各

地の人権啓発活動で活躍しています。 

人KENまもる君 

http://www.jinken.or.jp/

